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 公益財団法人 防長倶楽部 

 

令和６事業年度 事業計画書 

（令和５年１０月１日～令和６年９月３０日） 

 

令和５事業年度において概ね３年に渡った新型コロナウイルスも、感染症法上の位置

づけが、５年５月８日以降「２類相当」から「５類感染症」に移行され、それまでの特

別な対応からインフルエンザ等と同等の対応と変更されました。当倶楽部の各種行事も 

中止等を余儀なくされることもありましたが、ようやく行事開催も平常に戻りつつあり 

ました。しかしながら、新型コロナが終息した訳ではなく、令和６事業年度の事業計画

を策定するにあたり、とりわけ各種行事の開催も感染拡大防止に注視しながら公益事業

の継続に努めます。また、大正１２年７月に当倶楽部が創設されてから１００年を迎え 

ました。令和６事業年度は、この節目の年を念頭において、例年の公益行事等に沿った

事業と予算計画のもとに、着実な業務運営に努めるものと考えています。 

  

１ 公益目的事業 

 

（１）教育・文化発展を目的とする学術講演会等の公演活動 

多種多様な文化・芸術活動分野で活躍中の専門講師による学術講演などの公演活 

動を本年度も引き続き開催する。 

本活動は、主として文化・歴史、学術及び生涯学習的な分野を視点において、そ 

の時々の話題性・関心の高いテーマを提供して、受講者の自己啓発と自己充実の実 

現に寄与するものである。 

本年度も、５回の事業を開催する予定である。事業実施にあたっては、当倶楽部 

の機関誌、ホームページ並びに行政機関等関係団体等と連携し、公益性の観点に即 

して、多くの一般参加者を募る工夫を行い、効果的な事業を展開する。 

また、毎年度、実施してきた歴史・産業等の分野での社会見学等の屋外活動も、 

本事業の一環として継続実施する。 

 

（２）奨学金の貸与事業 

学費の支弁が困難な、山口県の高等学校を卒業した大学生に対して、奨学金貸与 

事業を行う。また、奨学生の在学中における健全な学生生活の保持と必要な助言等 

を行っている。 令和５年度は就学中２０人（令和６年３月卒業予定者４人）であ 

り、令和６年４月の新規奨学生は、５人程度の募集活動を行う。 

奨学金の貸与額は毎月１人４万円とする。貸与金返還者は４０人の予定である。 
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また、奨学金貸与のほか、就学中の支援事業としてセミナーや観劇会等研修活動 

を行い、今後の期待される社会人として、必要な素養を習得させる。 

 

（３）教育研究活動に対する助成事業 

① ユネスコ世界遺産登録決定に伴う応援支援 

平成２７年７月に「明治日本の産業革命遺産（九州・山口と関連地域）」が登録 

決定されたことに伴い、引き続き「世界遺産国民会議」や関係自治体等と連携協 

力をし、山口県下の産業革命遺産はもとより、多くの関心をもって訪れる見学者 

等への理解の醸成・環境づくりに協力する。 

 

② 教育環境等整備事業等支援 

    「地域に根ざした人材を育て教育活動を充実する」ことを目的として、特色あ 

る教育環境を築くために、山口県及び関係自治体等の教育施設と連携して、必要 

な助成支援を行う。とりわけ、ものづくりや地域支援活動を通じて活動し、人材 

育成と学習、研究の向上を目指している高校（山口県立田布施農工高校）等に、 

令和６事業年度（令和４事業年度～同６事業年度支援期間/①農業高校での JGAP 

認証に向けた取組及び認証後の GAP 活動②小学校連携における地域連携教育の実 

践③田布施町給食ｾﾝﾀｰを利用した、地産地消の食育教育の実践）も引き続き支援 

を行う。 

 

 ③ その他、本事業の趣旨に沿った教育、文化、スポーツ等を通じて、地域貢献や 

  人材育成等を目指した効果的な文化活動事業に対する支援、助成を行う。 

 

（４）山口県出身先賢の事蹟を明らかにしその遺徳を顕彰する事業 

日本の近代化など歴史上に顕著な貢献を行った、山口県出身の先賢の事蹟を顕彰 

するとともに、その業績等を広く不特定多数の方に紹介し教育文化の向上に努める。 

 

①  本年度も伊藤博文公墓前祭（１０月２６日：主催）、明治維新防長殉難者顕彰 

会（１１月３日：協賛）、靖国神社甲子殉難慰霊祭（６月１９日：共催）、乃木神 

社例祭（９月１３日：協賛）、その他本事業の趣旨に沿う顕彰行事への協賛等を 

行う。 

 

②  伊藤博文公墓（品川区西大井）の管理については、本年度も周辺住民や品川区 

（教育委員会、公園緑地所管部局等）及び地元町会等関係団体との理解と協力を 

得ながら適切な保全管理を行う。 
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（５）機関誌の発行事業（一部共益事業） 

   当倶楽部の事業活動の効果的運営をめざして、広報媒体として機関誌発行を行っ 

ている。本年度も年度間６回（奇数月発行）、各９００部程度を発行する。 

機関誌は、会員のみならず山口県下の自治体、親交ある他県自治体や協力団体等 

の講読希望者にも広く配付する予定である。また、編集にあたっては引き続き内容 

の充実に努める。 

 

（６）その他法人の目的を達成するための必要な事業 

当法人の運営基盤は会員（個人及び法人）の会費である。その基盤強化のために 

は、会員の保持増強活動が重要であり、前記の諸活動に加え、人と人とを繋いだ、 

いわば人脈ネットワークの構築が大切である。そのために次のような活動を前年度 

に引き続き行う。さらには、首都圏における山口県への情報発信拠点として、県下 

の産業、観光、文化活動等の広報、事業に協力するとともに、ふるさと山口県の発 

展に寄与する。 

①  ホームページ等による情報公開内容の一層の充実。（随時、ホームページをリ 

ニューアル等更新を行う。 

本年度も広く多数の方々に、当倶楽部の活動を周知することに努める。 

 

②  法人会員の増強のための情報収集を含む積極的な広報、勧誘活動を行う。 

 

 ③  関係自治体や団体を始め、首都圏・山口情報発信ネットワーク協議会とも 

連携しながら首都圏において、広く山口県の産業、観光、文化等の広報、 

事業活動に協力する。 

 

２ 共益目的事業 

 

  共益事業活動として、会員相互の懇親やコミュニケーション活動を通じ、当法人の 

良好な保持と運営のために、次の活動を行う。 

（１）夏祭り（会員、非会員を含めた懇親会を通じ、倶楽部の活動に対する啓発と 

会員の増強を図る。） 

 

（２）機関誌の一部（２５％程度の掲載割合）に、会員相互の情報交換を目的とした 

情報や紹介記事などを掲載する。 

  

 （３）会員名簿の発行 

会員名簿は３年毎に作成し、前期（令和４年９月末日発行）改訂発行しており、 

今期は改訂発行しないものとする。 （次期作成：令和７年９月末日発行予定） 



4 

 

当該名簿は会員及び関係機関に配付する。あわせて、個人情報の観点から名簿 

管理について、その保管等の注意を促す。 

 

（４）福利厚生事業 

    会員の親睦グループ（コーラス部、ゴルフ部、歴史講演会等）に対して、必要 

な情報の提供等を行うなどの協力を行う。また、会員の新たな自主的活動を推進 

し、協力支援を行う。 

    

３ 法人目的事業 

 

 （１）事務局体制 

    本年度も年間を通じて計画的な事務処理を進める。また、当倶楽部行事等への 

参加者や会員の個人情報の管理にも引き続き万全を期する。 

また、事務局の効果的な運営と公益法人として適正な執行等に引続き努める。 

 

 （２）理事、監事並びに理事長（代表理事）、常務理事（業務執行理事）の任期満了 

   （令和６年１１月開催予定の定時評議員会の終結時まで）に伴う変更（選任） 

   手続きを滞りなく進めるものとする。あわせて、任期途中で退任した後任理事、 

並びに後任評議員等の選任についても、同様に進めるものとする。 

 

 （３）事務局の効果的な運営と公益法人として、適正な執行等に引続き努める 



公益事業 共益事業 法人会計 計 公益事業 共益事業 法人会計 計

A B C D E F G H (D-H)
Ⅰ 一般正味財産増減の部

1

1 基本財産運用益 1,792,500 1,792,500 3,585,000 1,250,000 1,250,000 2,500,000 1,085,000 30.3
2 特定資産 6,081,000 1,234,000 7,315,000 6,750,000 750,000 7,500,000 -185,000 -2.5
3 その他資産運用益(配当金） 0 0 0

運用益計 7,873,500 0 3,026,500 10,900,000 8,000,000 0 2,000,000 10,000,000 900,000 8.3
4 受取会費 1,600,000 2,400,000 4,000,000 1,440,000 2,160,000 3,600,000 400,000 10.0
5 事業収益 1,500,000 1,900,000 3,400,000 1,500,000 1,900,000 3,400,000 0 0.0
6 受取寄付金 175,000 175,000 80,000 80,000 95,000 54.3
7 受取負担金（補助金） 15,000 15,000 15,000 15,000 0 0.0

　経常収益計（Ａ） 9,563,500 3,500,000 5,426,500 18,490,000 9,595,000 3,340,000 4,160,000 17,095,000 1,395,000 7.5
2

2-1 事業費の固有費用

1 給与手当 0 0 0
2 退職給付費用 0 0 0
3 福利厚生費 0 0 0
4 事業開催費 1,700,000 1,500,000 3,200,000 1,700,000 1,500,000 3,200,000 0 0.0
5 研修費 820,000 820,000 820,000 820,000 0 0.0
6 直会費 100,000 100,000 100,000 100,000 0 0.0
7 260,000 10,000 270,000 260,000 10,000 270,000 0 0.0
8 通信運搬費 480,000 100,000 580,000 480,000 100,000 580,000 0 0.0
9 消耗品備品費 200,000 200,000 200,000 200,000 0 0.0
10 新聞図書費 0 0 0
11 修繕費 310,000 310,000 310,000 310,000 0 0.0
12 清掃費 500,000 500,000 500,000 500,000 0 0.0
13 印刷製本費 2,900,000 500,000 3,400,000 2,000,000 400,000 2,400,000 1,000,000 29.4
14 水道光熱費 0 0 0
15 賃借料・リース料 350,000 350,000 350,000 350,000 0 0.0
16 諸謝金 1,290,000 230,000 1,520,000 870,000 150,000 1,020,000 500,000 32.9
17 租税公課 90,000 90,000 90,000 90,000 0 0.0
18 支払負担金 400,000 400,000 400,000 400,000 0 0.0
19 支払寄付金 0 0 0
20 支払助成金 900,000 900,000 900,000 900,000 0 0.0
21 委託費 950,000 170,000 1,120,000 950,000 170,000 1,120,000 0 0.0
22 広告宣伝費 110,000 110,000 110,000 110,000 0 0.0
23 雑費 70,000 10,000 80,000 70,000 10,000 80,000 0 0.0
事業費・共益費計（Ｂ１） 11,430,000 2,520,000 0 13,950,000 10,110,000 2,340,000 12,450,000 1,500,000 10.8

2-2 管理費 0
1 給与手当 7,200,000 480,000 4,320,000 12,000,000 6,000,000 400,000 3,600,000 10,000,000 2,000,000 16.7
2 退職給付費用 0 0 0
3 福利厚生費 50,000 10,000 30,000 90,000 50,000 10,000 30,000 90,000 0 0.0
4 会議費 500,000 500,000 350,000 350,000 150,000 30.0
5 旅費交通費 600,000 60,000 340,000 1,000,000 600,000 60,000 340,000 1,000,000 0 0.0
6 通信運搬費 250,000 20,000 140,000 410,000 250,000 20,000 140,000 410,000 0 0.0
7 消耗品備品費 200,000 10,000 120,000 330,000 200,000 10,000 120,000 330,000 0 0.0
8 新聞図書費 40,000 0 30,000 70,000 40,000 0 30,000 70,000 0 0.0
9 修繕費 0 0 0
10 清掃費 60,000 10,000 40,000 110,000 60,000 10,000 40,000 110,000 0 0.0
11 印刷製本費 0 0 0
12 水道光熱費 90,000 10,000 50,000 150,000 90,000 10,000 50,000 150,000 0 0.0
13 賃借料 3,600,000 240,000 2,160,000 6,000,000 3,600,000 240,000 2,160,000 6,000,000 0 0.0
14 諸謝金 0 0 0
15 租税公課 10,000 10,000 10,000 10,000 0 0.0
16 支払負担金 90,000 10,000 50,000 150,000 90,000 10,000 50,000 150,000 0 0.0
17 支払寄付金 0 0 0
18 委託費 120,000 10,000 70,000 200,000 120,000 10,000 70,000 200,000 0 0.0
19 雑費 100,000 60,000 160,000 100,000 60,000 160,000 0 0.0
20 振込手数料 100,000 10,000 50,000 160,000 100,000 10,000 50,000 160,000 0 0.0
21 資産運用手数料 0 0 0
22 諸会費 80,000 80,000 80,000 80,000 0 0.0
23 広告宣伝費 120,000 10,000 70,000 200,000 120,000 10,000 70,000 200,000 0 0.0
管理費（Ｂ２） 12,620,000 880,000 8,120,000 21,620,000 11,420,000 800,000 7,250,000 19,470,000 2,150,000 9.9

事業活動費合計（Ｂ＝Ｂ１＋Ｂ２） 24,050,000 3,400,000 8,120,000 35,570,000 21,530,000 3,140,000 7,250,000 31,920,000 3,650,000 10.3

事業活動収支差額（Ｃ＝Ａ－Ｂ） -14,486,500 100,000 -2,693,500 -17,080,000 -11,935,000 200,000 -3,090,000 -14,825,000 -2,255,000 13.2
1 特定資産評価償還利益 0 0 0
2 特定資産評価償還損失 0 0 0

評価損益計 0 0 0

運用資産売却損益 0 0 0

当期経常増減額 -14,486,500 100,000 -2,693,500 -17,080,000 -11,935,000 200,000 -3,090,000 -14,825,000 -2,255,000 13.2
3 経常外増減の部

1 経常外収益 0 0
固定資産売却益 0 0 0
その他経常外収益 0 0 0
経常外収益計 0 0 0

2 経常外費用 0
固定資産除却損 0 0 0
その他経常外費用 0 0 0
経常外費用計 0 0 0

3 当期経常外増減額 0 0 0
4 当期一般正味財産増減額 -14,486,500 100,000 -2,693,500 -17,080,000 -11,935,000 200,000 -3,090,000 -14,825,000 -2,255,000 13.2
I 基本財産への組入

一般正味財産 期首残高 334,294,158 334,294,158 339,696,213 -5,402,055 -1.6 
一般正味財産 期末残高 317,214,158 317,214,158 324,871,213 -7,657,055 -2.4 

Ⅱ 指定正味財産増減の部

受取補助金等 0 0 0
基本財産運用益 0 0 0
一般正味財産への振替額 0 0 0
基本財産への組入 0 0 0
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 2,133,000 2,133,000 2,133,000 2,133,000 0 0.0
指定正味財産期末残高 2,133,000 2,133,000 2,133,000 2,133,000 0 0.0

Ⅲ 正味財産期末残高 319,347,158 319,347,158 2,133,000 327,004,213 -7,657,055 -2.4 

経常費用

交通費旅費

　　　　令和６事業年度　収支予算書（正味財産増減予算書）　　

令和５事業年度予算　

　　　　　　　科　　目

（単位：円）

増減
増減率
（％）

                                                                      （令和５年１０月1日 ～ 令和６年９月３０日）

令和６事業年度予算

経常増減の部
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